
コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 1

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し  令和２年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　 種 地 区 分 (評点 576)

決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

100,192 人 人 人 地　　方　　税 11,965,570 11,965,570 59.7 人    件    費 5,673,322 10.0 4,910,856 4,773,532 22.5% 23.8%

96,243 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 153,870 153,870 0.8  うち職員給 3,267,191 5.8 2,986,332 ‐ ‐ ‐

 増 減 率 4.1 ％ 4,861 利子割交付金 5,379 5,379 0.0 扶    助    費 16,254,250 28.6 3,833,466 3,781,060 17.9% 18.9%

住本 (R3.3.31) 100,042 人  人 人 配当割交付金 16,027 16,027 0.1 公    債    費 2,828,784 5.0 2,765,272 2,765,272 13.1% 13.8%

民台 (R2.3.31) 99,549 人 　 ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 17,709 17,709 0.1  元利償還金 2,828,784 5.0 2,765,272 2,765,272 13.1% 13.8%

基帳  増 減 率 0.5 ％ 4,666 地方消費税交付金 1,904,078 1,904,078 9.5  一時借入金 0 0.0 0 0 0.0% 0.0%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 24,756,356 43.6 11,509,594 11,319,864 53.5% 56.5%

　　  千円 　　  千円 　の状況 10,345 10,345 0.1 物    件    費 5,130,422 9.0 3,393,442 2,757,723 13.0% 13.8%

○市町村圏 61,577 61,577 0.3 維 持 補 修 費 278,294 0.5 265,233 154,355 0.7% 0.8%

 1　歳　入　総　額 Ａ   再建､山村 地方特例交付金等 62,356 62,356 0.3 補  助  費  等 14,409,964 25.4 2,284,861 1,914,883 9.0% 9.6%

  財政､過疎 地 方 交 付 税 5,644,003 4,968,777 24.8 繰    出    金 2,982,387 5.3 2,334,422 2,250,872 10.6% 11.2%

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付   (普通交付税) 4,968,777 4,968,777 ‐ 投資出資貸付金 0 0.0 0 0 0.0% 0.0%

 3  歳入歳出差引額   新産   (特別交付税) 675,226 ‐ 積    立    金 1,605,578 2.8 1,022,592

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発     小      計 19,840,914 19,165,688 95.7 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 交通安全対策特別交付金 12,240 12,240 0.1 経常収支比率

　  べき財源        Ｄ 分担金 負担金 207,737 393 0.0 投 資 的 経 費 7,619,900 13.4 1,071,056 86.9% ③/① 　

 5　実 質 収 支 ｱ  ｲ 　事務の共同 使    用    料 179,484 3,295 0.0  うち人件費 285,431 0.5 256,418 91.8% ③/②

　C-D  Ｅ    積立金現在高 　処理の状況 手    数    料 206,959 671 0.0
　
　 普通建設事業 7,619,900 13.4 1,071,056

 ｲ-ｱ 　  うち財政調整基金 ○ごみ処理 国 庫 支 出 金 25,680,539 - ‐ 補  助 6,978,615 12.3 589,333

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ     うち減 債 基 金 ○し尿処理 国有提供施設交付金 666,268 666,268 3.3 単  独 641,285 1.1 481,723 歳入経常一般財源額

  その他特定目的基金 　伝染病関係 県  支  出  金 5,710,571 ‐ ‐ 受託（補助） - - -

 7  積　　立　　金　 Ｇ    地方債現在高   小学校関係 財  産  収  入 497,454 147,727 0.7 県事業負担等 - - -

　うち政府資金現在高   中学校関係 寄    附    金 63,482 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ   債務負担行為額   税務関係 繰    入    金 1,109,455 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

（翌年度以降支出予定額）   火葬場 繰    越    金 1,435,415 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 23,644,048

 9  積立金取くずし額 Ｉ   消  防 諸    収    入 195,951 36,874 0.2 ‐ ‐ ‐

10　実質単年度収支 ○その他 地    方    債 2,739,280 - - 95.4

　　F + G + H - I　 Ｊ 58,545,749 20,033,156 100.0

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  構成比 超  過 決算額 構成比

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円 ％ 課税額 千円 ％

下 水 道 事 業   有 901,000  個人分 1.4  議    会    費 292,878 0.5

介護保険事業   無 742,000  法人分 1.8  総    務    費 17,592,057 31.0

後期高齢者医療事業   無 672,000 36.6  民    生    費 22,587,251 39.8

上 水 道 事 業   有 479,000 3.1  衛    生    費 2,352,195 4.1

426,000  固 定 資 産 税 48.1  労    働    費 109,801 0.2

409,000  軽 自 動 車 税 2.9  農 林 水 産 業 費 66,897 0.1

400,000  市町村たばこ税 6.1  商    工    費 593,626 1.1

円  電    気    税 ‐  土    木    費 3,449,059 6.1

円  ガ    ス    税 ‐  消    防    費 1,441,303 2.5

円  特別土地保有税 -  教    育    費 5,469,050 9.6

円 法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 - ‐

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,828,784 5.0

均 等 割 3,500円  　　　　50 千円  入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐

対する比率  そ  の  他 ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐

1.0 100.0 56,782,901 100.0

令和２年度
決 算 状 況

都道府県名
市町村名 宜 野 湾 市 Ⅱ―1

沖 縄 県 （　R03.8.6作成　）

歳               入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

人　　　　口 面 積 k㎡ 人口密度 
人口 集中 産 業 構 造

区      分   区      分
経常収
支比率%

左のう
ち、臨財
債を除く
額地区 人口 区 分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

国
　
調

令和2年(速報)
就

業

人

口

H27年
国　調

 　267人  4,964人

19.80 95,504 0.7 13.1

32,622人 20.4

平成27年  平成27年 平成27年 0.3

86.2 0.0

H22年
国　調

 　251人  5,032人 32,066人 0.0

 平成22年 平成22年 0.0 内

訳91,119 0.7 13.5 85.8 3.3

区 分
令和元年度 令和２年度

区 分 指 数 等
指定団体等 0.0    小    計

自動車税環境性能割交付金 0.0

基準財政収入額 11,169,921 法人事業税交付金 0.1

46,095,899 58,545,749 基準財政需要額 16,146,947 0.1

 　標準税収入額等 14,245,781 9.6

44,660,484 56,782,901  　標準財政規模 20,271,815 8.5

 　財政力指数 0.68 1.2 経常経費充当一般財源合計

1,435,415 1,762,848 　 実質収支比率 7.2% 33.8 前年度繰上充用金 18,397,697

  経常一般財源比率 98.8% 0.0

330,717 310,224 　 公債費負担比率 11.7% 0.4

実質公債費比率 7.6% 0.3

1,104,698 1,452,624 9,181,682 0.4

2,928,814 43.9

165,770 347,926 160,478 1.1

6,092,390 9.8 21,172,211

470,097 631,799 30,126,837 0.8 20,033,156

21,273,608 0.1

0 0 18,103,235 1.9 失業対策事業

8,886,760 2.5 ‐

100,000 0 0.3 ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

4.7
合    計 56,782,901 100.0 21,881,200

535,867 979,725 合      計
100.0 　（R2.4.1現在）

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法適用実質収支額

特 別 職 等 市 町 村 税

 増減率

246,445 317,643 13

目 的 別 歳 出
の有無

△ 1,139,074 1,099,509 16
 区　分

改定実施  給料(報酬) 月額
区 分

決 算 額
区 分 充当一般財源等

71 0 11 年 月 日 千 円 ％

市長  H8.4.1 市

民

税

均

等

割

162,891 9.2 ‐ 292,878

63,437 1,012,870 20 副市長 〃 212,307 3.7 ‐ 3,463,433

35,311 870,008 3 教育長 〃 所　 得　 割 4,375,593 12.5 ‐ 8,137,447

256,763 99,834 29 議会議長  H10.4.1 法 人 税 割 377,507 3.0 ‐ 1,680,469

‐ ‐ ‐ ‐ - 議会副議長 〃 5,759,175 6.9 ‐ 87,092

‐ ‐ ‐ ‐ - 委員長 〃 347,516 11.0 ‐ 46,808

普

通

会

計

職

員

数

区 分 職 員 数 1人当たりの給料月額 議会議員 〃 727,860 5.3 ‐ 140,765

 　一 般 職 員 588 296,600 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,705,818

  うち消防関係 93 276,400 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 725,532

教 育 公 務 員 37 343,900 ‐ ‐ ‐ - ‐ ‐ 2,835,686

計 625 299,400 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ -

適 用 税 率 の 状 況

徴
　
収
　
率

区　　　　分
現年課税分 滞納繰越分 合  計 2,721 △ 33.0 ‐ 2,765,272

市

民

税

個

人

分

市

民

税

法

人

分

均 等 割
　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％ 内

容

2,721 △ 33.0 ‐ ‐

‐ ‐ ‐

所 得 割

市  民  税 98.8 38.3 97.3 ‐

法 人 税 割 (H27.10.1) 9.7% 固定資産税 98.6 65.9 97.9 ‐ ‐ ‐ ‐

21,881,200固 定 資 産 税 1.4％ 合      計 98.8 49.8 97.7

※R2健全化判断比率（実質赤字比率　－％、連結実質赤字比率　－％、実質公債費比率　7.6％、将来負担比率　57.9％）
合      計 11,965,570 8.7 ‐ 合      計

←①臨財債、減
収補てん債特例
分を含む額

↑②臨財債、減収補てん債
を除く額

③

↑減収補てん債特例分及
び臨時財政対策債を除く


